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神奈川県困難な問題を抱える⼥性等⽀援調整会議
代表者会議について

資料３



⽀援調整会議 代表者会議について

会議名称 神奈川県困難な問題を抱える⼥性等⽀援調整会議 代表者会議

設置根拠

困難な問題を抱える⼥性への⽀援に関する法律
第15条（⽀援調整会議）

配偶者からの暴⼒の防⽌及び被害者の保護に
関する法律 第５条の２（協議会）

地⽅公共団体は、単独で⼜は共同して、
困難な問題を抱える⼥性への⽀援を適切かつ円滑に⾏
うため、
関係機関、第９条第７項⼜は第12条第２項の規定によ
る委託を受けた者、困難な問題を抱える⼥性への⽀援
に関する活動を⾏う⺠間の団体及び困難な問題を抱え
る⼥性への⽀援に従事する者その他の関係者により構
成される会議を組織するよう努めるものとする。

都道府県は、単独で⼜は共同して、
配偶者からの暴⼒の防⽌及び被害者の保護を図るため、
関係機関、関係団体、配偶者からの暴⼒の防⽌及び被
害者の保護に関連する職務に従事する者その他の関係
者により構成される協議会を組織するよう努めなけれ
ばならない。

⽬的
県の⼥性⽀援、DV被害者⽀援施策（以下、「⼥性等⽀援」という。）について、
・各制度を所管する機関の役割分担、施策の⽅向性等について協議し、
・県全域の関係機関等で⼥性等⽀援に係る認識を⼀にし、
・充実した⽀援体制の構築を⽬指す
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⽀援調整会議 代表者会議について

所掌

（１）困難な問題を抱える⼥性及びＤＶ被害者に対する総合的な⽀援策についての協議に
関すること
⇒ex.困難な問題を抱える⽀援に関する県内の仕組み全体の確認と改善等

（２）⼥性が抱える困難な問題及びＤＶの未然防⽌についての協議に関すること
⇒ex．各機関が実施する未然防⽌の策の共有、啓発・広報の横展開の可能性、

⽀援団体との協⼒の検討等

（３）その他、困難な問題を抱える⼥性及びＤＶ被害者への⽀援に関し必要と認められる
こと
⇒ex．構成員それぞれの役割、⽀援施策の確認と、⽀援に係る認識の共有等

開催頻度 年１〜２回程度開催予定

参照︓資料１
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⽀援調整会議 代表者会議について

会議構成
「神奈川県DV対策推進会議」は廃⽌する。

代表者会議
（旧神奈川県DV対策推進会議）

個別ケース検討会議
（旧ケース会議）

⾏政部会（案）
（旧DV所管課⻑会議）

共⽣推進本部室が運営
＜県全域・政令市、中核市含む＞

各保福事務所が運営
＜県域（県が⼥性相談⽀援員を配置している町村部）＞

個別ケース検討会議
（旧ケース会議）

個別ケース検討会議
（旧ケース会議）

個別ケース検討会議
（旧ケース会議）

個別ケース検討会議
（旧ケース会議）

個別ケース検討会議
（旧ケース会議）

＜平塚＞ ＜茅ヶ崎＞ ＜鎌倉＞ ＜⼩⽥原＞ ＜⾜柄上＞ ＜厚⽊＞
実務者会議

（旧地域DV対策会議）
実務者会議

（旧地域DV対策会議）
実務者会議

（旧地域DV対策会議）
実務者会議

（旧地域DV対策会議）
実務者会議

（旧地域DV対策会議）
実務者会議

（旧地域DV対策会議）

⺠間団体連携部会
（案）

県の既存会議体「神奈川県DV対策推進会議」を改組し、「３層構造」で構成する１つの会議体を組織する。

参照︓資料１

※市域については、各市において⽀援調整会議
の設置を検討
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会議の運営について

会議の
公開可否

議事は原則公開。
ただし、次の場合は、⾮公開とすることができる。

（１）神奈川県情報公開条例第５条各号（個⼈情報や、⽀援に係る秘匿情報）に該当する
事項を議論するとき

（２）会議を公開することにより当該会議の公正⼜は円滑な運営に著しい⽀障が⽣ずる
おそれがあるとき

資料２
参照︓資料１

守秘義務 ・違反した場合は、１年以下の懲役⼜は50万円以下の罰⾦の罰則規定有り。
（⼥性⽀援法第23条及びＤＶ防⽌法第30条）

・会議における秘密保持義務と情報管理⽅法を書⾯化し、会議構成機関相互で認識を共有。

・⽀援調整会議の構成員には、守秘義務が課される。

資料４
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会議の運営について

部会の
設置

⾏政部会（案）
（旧DV所管課⻑会議）

⺠間団体連携部会（案）

構成員
(案)

・市町村の⼥性⽀援所管課⻑及びＤＶ所管課⻑
・⼥性相談⽀援員が配置されている県保健福祉
事務所の⽣活福祉課⻑、保健福祉課⻑

県の⼥性等⽀援施策を委託している⺠間団体
※部会の取りまとめ役として、実務に精通され
ている代表者会議委員を部会⻑とする

⽬的 県及び市町村相互の緊密な連携を図り、県内にお
ける困難な問題を抱える⼥性及びＤＶ被害者への
⽀援の課題、施策の進展に資することを⽬的とす
る。

⺠間団体単独では解決が難しい共通課題の解決と、
県の⼥性⽀援体制のさらなる向上を⽬指すことを
⽬的とする。

所掌
(役割)

(１)県内の各⾃治体における取組の情報共有
(２)県内における⾏政施策の課題点の共有
(３)県における⼥性等⽀援の現状の共有
(４)⾏政施策における実務的な利⽤⽅法等の

確認 など

(１)⺠間⽀援団体同⼠の情報共有や意⾒交換
(２)県との意⾒交換
（県や国、関係機関の⽀援策の共有等）

(３)団体単独での解決が難しい共通課題への対応
(４)⼥性⽀援事業の抱える制度的な困難について

の情報発信、国への施策提⾔ 等


